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① 実施概要
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調査方法
- RDD方式による電話調査（割付法）
※RDD方式：無作為な数字の組み合わせの電話番号をコンピュータで生成する方式

調査対象者
- 全国47都道府県に居住の20歳以上の男女

回収数
- 1,000票

調査期間
- 2016年3月24日（木）～3月28日（月）



男性
45.8%女性

54.2%

北海道
8.1% 東北

8.5%

関東
35.5%

中部
20.0%

近畿
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中国
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四国
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九州・沖縄
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２０代
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３０代
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４０代
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５０代
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６０代
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７０代
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８０代以上
10.2%

② 回答者属性

3

■ 居住地域

■ 性別

(n=1,000)

(n=1,000) (n=1,000)

■ 年代



問１．Ｇ７伊勢志摩サミット
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本年は、日本が議長国となり、主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）を、

５月２６日から２７日まで開催予定です。Ｇ７のリーダーたちと議論する、

様々な課題のうち、あなたが関心のある分野を教えて下さい。（複数回答）
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(％）主要国首脳会議（伊勢志摩
サミット）において議論する
課題の中で、関心が多くもたれ
ているものは、「世界経済・
貿易(42.8%)」と「気候変動・
エネルギー(42.8%)」であった。
「政治・外交(41.8%)」も同じ
ように多い。
「開発(9.0%)」を挙げた人は、
少なかった。



問２．国連安保理非常任理事国入り（１）

5

国際の平和と安全の維持に主要な責任を負う国連の安全保障理事会において、

非常任理事国として日本が安保理入りしてから約３か月が経ち、その間、北朝鮮による

核実験の実施や弾道ミサイルの発射を受けた安保理決議が採択され、日本もその採択に貢献し

ました。この間の安保理における日本の取組について、あなたはどのように評価しますか。

（単数回答）

評価する
24.9%

どちらかと
言えば評価す

る
40.9%

どちらかと言え
ば評価しない

18.3%

評価しない
9.6%

わからない
6.3%

国連の安全保障理事会（安保
理）における、非常任理事国と
しての日本の取組について評価を
求めたところ、「評価する計
(65.8%)」（「評価する(24.9%)」
＋「どちらかと言えば評価する
(40.9%)」）と回答した人が6割を
超え、「評価しない計(27.9%)」
（「評価しない(9.6%)」＋
「どちらかと言えば評価しない
(18.3%)」）の2倍以上の割合を
占めた。



問３．国連安保理非常任理事国入り（２）
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今後の安保理における日本の取組について、最も当てはまると思うものを

次に読み上げる中から選んでください。（単数回答）

これまで以上に
安保理での取
組を強化する

べき
36.8%

現状のまま引
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での活動に取
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32.9%
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野での取組を
強化すべき
20.9%
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必要はない
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わからない
5.2%今後の国連の安全保障理事会

（安保理）における、日本の
取組について尋ねたところ、
「これまで以上に安保理での
取組を強化すべき(36.8%)」との
回答が最も多く、次いで「現状
のまま引き続き安保理での活動
に取り組むべき(32.9%)」が多く
挙げられ、約7割が日本の安保理
における取組の強化・継続に
ついて肯定的な回答を示した。



問４．日・アフリカ関係（１）

7

あなたは、「アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）」について知っていますか。
（単数回答）

よく知っている
2.7%

知っている
8.8%

聞いたことがあ
る

32.8%

知らない
55.7%

アフリカ開発会議（ＴＩＣＡ
Ｄ）について、「知っている計
(11.5%)」（「よく知っている
(2.7%)」＋「知っている
(8.8%)」）と回答した人は1割強
であり、「聞いたことがある
(32.8%)」を加えても、半数に
満たなかった。



問５．日・アフリカ関係（２）

8

日本が対アフリカ外交において特に力を入れるべきことは何だと思いますか。

（単数回答）

貧困削減のた
めのＯＤＡ

30.6%

平和と安定へ
の貢献
29.4%

貿易や投資の
促進

11.1%

文化や人の交
流

10.8%

国際社会での
協力の強化

14.1%

あてはまるもの
はない
4.0%

日本が対アフリカ外交に
おいて特に力を入れるべきこと
を一つだけ挙げてもらうと、
「貧困削減のためのＯＤＡ
(30.6%)」との回答が最も多かっ
たが、「平和と安定への貢献
(29.4%)」も、同程度の割合で
あった。



46.9%
56.1%

9.5%

27.0%

12.6% 11.2%
3.0%

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

新
聞

テ
レ
ビ
・
ラ
ジ
オ

雑
誌
・
書
籍

W
EB 

サ
イ
ト

Tw
itter/Facebook  

等
のSNS 

国
際
協
力
イ
ベ
ン
ト

あ
て
は
ま
る
も
の
は
な
い

問６．開発協力の理解増進に向けた情報発信
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ＯＤＡによる途上国への開発協力に関する情報を得るのに便利な媒体は

何だと思いますか。（複数回答）

(％）

途上国への開発協力に関する
情報を得るのに便利な媒体とし
て最も多く挙げられたものは、
「テレビ・ラジオ(56.1%)」で
あり、半数以上の人が便利な媒
体であると回答した。次いで
「新聞(46.9％)」もほぼ半数の
人が便利な媒体であると回答
している。「WEBサイト
(27.0%)」や「Twitter/Facebook 
等のSNS(12.6%)」といった
オンライン媒体を挙げた人も
少なくない。
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問７．開発協力で優先して取り組むべき分野
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(％）

近年、日本の開発協力は、以下のような新しい取組に力を入れていますが、

特に優先すべき取組は何だと思いますか。（複数回答）

近年、日本が力を入れている
新しい開発協力への取組に
ついて、優先すべきものを
尋ねたところ、最も多く挙げら
れたものは「日本の中小企業の
技術の活用(44.6%)」であった。
次いで「テロ対策のための協力
(36.7%)」や「日本の質の高い
インフラ輸出(34.9%)」といった
ものが多く挙げられたが、
「女性の参画を通じた開発
(18.9%)」を挙げた人は
やや少なかった。



問８．日・露関係
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日本政府は、ロシアとの間でアジア太平洋地域におけるパートナーとして

ふさわしい関係を構築することを対ロシア外交の基本方針としていますが、

あなたが日露外交に期待することは何ですか。（複数回答）
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(％）

日露外交に期待することとし
て最も多く挙げられたものは
「北方領土問題の解決(60.9%)」
であり、6割以上の人が挙げた。
他の選択肢と比較しても、大変
多く挙げられており、次点の
「安全保障分野での協力
(34.9%)」とは26ポイントの差が
ある。
最も少なかったのは「貿易・

投資の拡大(13.8%)」であった。



問９．日・豪関係
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日本とオーストラリアの間には、長年の友好協力関係があり、オーストラリアは

日本語学習者の数が世界第４位という親日的な土壌もあります。日本とこうした

オーストラリアとの協力関係について、あなたの考えに最も近いものを１つ

選んでください。（単数回答）

これまで以上に
積極的に、協
力関係を構築

していくべき
36.4%

これまでと同様
に、協力関係
を構築していく

べき
44.5%

現在の協力関
係の維持で十

分である
16.5%

わからない
2.6%日本とオーストラリアとの

協力関係について、「これまで
同様に、協力関係を構築して
いくべき(44.5%)」と回答した人
が最も多かったものの、「これ
まで以上に積極的に、協力関係
を構築していくべき(36.4%)」と
いう、より積極的な協力関係が
望ましいという人も多く、
この両者を合わせると8割以上と
なった。



問10．外交活動に関する情報源
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外務省は、日本の外交政策及び外務省の活動について、様々な情報発信を

行っています。あなたは、このような外交活動についての情報をどのような

ものから得ていますか。（複数回答）

(％）

8.0%

60.5%

73.8%

12.1% 15.0%

3.3% 1.1%
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

外
務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、

フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ツ
イ
ッ
タ
ー

新
聞
、
雑
誌

テ
レ
ビ
、
ラ
ジ
オ

報
道
機
関
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

提
携
掲
載
ニ
ュ
ー
ス
サ
イ
ト

独
立
系
ニ
ュ
ー
ス
サ
イ
ト

あ
て
は
ま
る
も
の
は
な
い

外交活動についての情報を
どのようなものから得ているか
尋ねたところ、多く挙げられた
ものは、「テレビ・ラジオ
(73.8%)」と「新聞、雑誌
(60.5%)」であった。他の媒体に
ついては、全て2割以下と
少なかった。


